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入 札 公 告（建設工事）

次のとおり一般競争入札に付します。
平成 24年 11月２日

独立行政法人水資源機構契約職
副理事長 岩村 和平

◎調達機関番号 563 ◎所在地番号 11

１ 工事概要
\ 品目分類番号 41

] 工事名 大規模地震対策東部幹線水路高松
サイホン改築工事

^ 工事場所 愛知県田原市高松町地内外
_ 工事内容 本工事は、大規模地震対策とし
て施工する東部幹線水路のうち、田原市高松
町地内外において、高松サイホン（延長約
2¶720ｍ）の改築工事を施工するものである。
{ サイホン改築工
ａ 管体工 １式
ｂ 鋼管挿入工（鞘管工法） 約2¶630ｍ
ｃ 立坑内配管工 約90ｍ
ｄ 下流トランシジョン補強工 １式
ｅ 継手補強工 １式

| 付帯施設工
ａ マンホール工 １箇所
ｂ 空気弁工 ３箇所
ｃ 排水工 ４箇所
ｄ 管理施設工 １式

} 機能回復工 １式
~ 指定仮設工 １式
� 仮設工（無指定仮設） １式

` 工期 契約締結の翌日から460日間
a その他
{ 本工事は、入札時に価格以外の要素と価
格を総合的に評価して落札者を決定する総
合評価落札方式の工事である。

| 本工事は、契約締結後に施工方法等の提
案を受け付ける契約後ＶＥ方式の試行工事
である。

} 本工事は、総価契約単価合意方式の対象
工事である。本工事では、受発注間の双務
性向上とともに、契約変更等における協議
の円滑化を図るため、契約後、受発注者間
の協議により総価契約の内訳として単価を
合意することとする。
なお、本方式の実施にあたっては、「総価
契約単価合意方式実施要領」及び「総価契
約単価合意方式実施要領の解説」（水資源機
構ホームページの「入札・契約情報／お知
らせ」に記載）に基づき行うこととする。

総価契約単価合意方式実施にあたっては、
単価等を個別に合意する方式（以下「単価
個別合意方式」という。）にて行うこととす
る。
なお、協議開始から14日以内に「単価個
別合意方式」による単価合意が成立しな
かった場合は、「単価包括合意方式」にて行
うものとする。

~ 本工事は、調査基準価格を下回る額の入
札があり、低入札価格調査を実施した後、
調査基準価格を下回る額で入札した者と契
約を締結した場合は「低入札工事における
出来高部分払方式」を適用する試行工事で
ある。

� 本工事は、「建設工事に係る資材の再資源
化等に関する法律」（平成12年法律第104号）
に基づく分別解体等及び特定建設資材廃棄
物の再資源化等の実施が義務付けられた工
事である。

２ 競争参加資格 次に掲げる条件を満たしてい
る者であること。
\ 以下の各号に該当しない者であること。
{ 契約を締結する能力を有しない者及び破
産者で復権を得ない者

| 独立行政法人水資源機構（以下「当機構」
という。）が発注した工事のうち、本入札公
告の日から過去２年以内に元請けとして完
成・引渡しが完了した工事の請負契約にお
いて、次のいずれかに該当したと認められ
る者
ａ 契約の履行に当たり、故意に工事を粗
雑にした者
ｂ 公正な競争の執行を妨げた者又は公正
な価格を害し、若しくは不正の利益を得
るために連合した者
ｃ 落札者が契約を結ぶこと又は契約者が
契約を履行することを妨げた者
ｄ 監督又は検査の実施に当たり、役員又
は職員の職務の執行を妨げた者
ｅ 正当な理由がなくて契約を履行しな
かった者
ｆ ａからｅまでのいずれかに該当する事
実があった後２年を経過しない者を契約
の履行に当たり、代理人、支配人、その
他の使用人として使用した者

} 会社更生法（平成14年法律第154号。以
下同じ。）に基づく更生手続きの開始若しく
は民事再生法（平成11年法律第225号。以
下同じ。）に基づく再生手続開始がなされ一
般競争（指名競争）参加資格の再審査に係
る認定を受けていない者又は手形交換所に
よる取引停止処分、主要取引先からの取引
停止等の事実があり、経営状態が著しく不
健全であると認められる者

~ 一般競争（指名競争）参加資格審査申請
書（建設工事）又は添付書類中の重要な事
項について虚偽の記載をし、又は重要な事
実について記載をしなかった者

� 営業に関し法律上必要とされる資格を有
しない者

] 当機構における一般競争（指名競争）参加
資格業者のうち土木一式工事の認定を受けて
いること。（会社更生法に基づく更生手続開始
の申立てがなされている者又は民事再生法に
基づく再生手続開始の申立てがなされている
者については、手続開始の決定後、一般競争
（指名競争）参加資格の再審査に係る認定を
受けていること。）。

^ 当機構における一般競争（指名競争）参加
資格業者のうち土木一式工事の認定の際に客
観的事項（共通事項）について算定した点数
（客観点数）が1¶250点以上であること（上
記の再審査に係る認定を受けた者にあたって
は、再審査に係る認定の際に、客観点数が
1¶250点以上であること。）。

_ 平成９年４月１日から本工事における一般
競争参加資格確認申請書（以下「確認申請書」
という。）及び一般競争参加資格確認資料（以
下「確認資料」という。）の提出期限の日まで
に元請けとして完成・引渡しが完了した次の
条件を満たす同種工事の施工実績を有するこ
と（共同企業体の構成員としての施工実績は、
出資率20％以上の場合に限る。）。ただし、経
常建設共同企業体（甲型）の場合は、構成員
のいずれかが元請けとして以下の条件を満た
す同種工事の施工実績を有してればよい。
管水路工事において鞘管工法又は開削工法
により内径1¶800¤以上かつ延長100ｍ以上鋼
管を布設した実績を有すること。ただし、管
内からの現場溶接を含む工事に限る。
なお、当該実績の内、当機構又は国の発注
した工事にあっては、確認申請書及び確認資
料の提出期限の日までに工事成績評定点が確

認できるものとし、工事成績評定点が65点未
満のものは施工実績として認めない。当機構
又は国以外が発注した工事にあっては、検査
に合格したことを証明する書類又は引き渡し
が完了したことを証明する書類をもって施工
実績として認める。

` 次に掲げる基準をすべて満たす主任技術者
又は監理技術者（以下「配置予定技術者」と
いう。）を本工事に専任で配置できること。
{ １級土木施工管理技士又はこれと同等以
上の資格を有する者であること。

| 入札説明書に記載する条件を満たす経験
を有する者であること。

} 監理技術者にあっては、監理技術者資格
者証及び監理技術者講習修了証を有する者
であること。

~ 配置予定技術者にあっては直接的かつ恒
常的な雇用関係があること。

a 本工事に関する技術提案書が、入札説明書
に参考として示した別紙１「技術提案書の作
成に当たっての標準案・制約条件等」、別冊
図面（標準案図）及び別冊仕様書並びに別冊
設計図の内容を満たし、適正であること。

b 本工事に経常建設共同企業体として確認申
請書及び確認資料を提出した場合、その構成
員は、単体として確認申請書及び確認資料を
提出することはできない。事業協同組合につ
いても同様とする。

c 確認申請書及び確認資料の提出期限の日か
ら開札の時までの期間に、当機構から「工事
請負契約に係る指名停止等の措置要領」に基
づき、木曽川水系・豊川水系関連区域におい
て指名停止を受けていないこと。

d 平成22年及び平成23年の２年間に元請けと
して完成・引渡しが完了した当機構発注の土
木一式工事の工事成績評定点の年平均点が２
年連続で65点未満でないこと。

e 本工事に係る設計業務等の請負者又は当該
請負者と資本若しくは人事面において関連が
ある建設業者でないこと。

Ĉ 入札に参加しようとする者の間に資本関係
又は人的関係がないこと（資本関係又は人的
関係がある者のすべてが経常建設共同企業体
の代表者以外の構成員である場合を除く。）。

D̂ 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する建設業者又はこれに準ずるものとし
て、水資源機構発注工事等からの排除要請が
あり、当該状態が継続している者でないこと。
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